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１ はじめに 

本市におきましては、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護及び定期巡回・随時対応型訪問介護

看護について在宅での生活を支える主要な介護サービスと位置付け、積極的な開設に努めているところですが、今後

進行する高齢化に対してこれらの介護保険事業所の必要性は、さらに高まるものと考えられます。 

このような状況を踏まえ、より一層、小規模多機能型居宅介護事業所、サテライト型小規模多機能型居宅介護事業

所、看護小規模多機能型居宅介護事業所、サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所及び定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所（以下、「対象事業所」という。）の開設を促進し、地域における介護サービス提供基盤の開

設を推進するため開設準備経費補助事業を行います。 

この補助事業は、「施設等開設準備経費補助金交付要綱」に基づく事業です。この補助金を活用した当該事業所の

開設を希望される事業者におかれましては、当該要綱、本要項及び関係法令等を十分にご理解の上、応募いただきま

すようお願いします。 

 

２ 開設準備経費補助事業の概要 

（１）補助対象経費 

○事業所開設前６ヶ月間に係る経費 

対象事業所の開設又は既存施設の増床の準備に伴う経費で開設前6ヶ月間（既存施設の増床による場合は、増

床に伴う定員の変更日の前日から遡り6ヶ月間）に係る以下の経費が対象です。ただし、他の制度で経費助成（補

助）を受けている経費や、交付目的に照らし適当と認められない経費は対象外です。また、開設時期が遅延する

と、支出した経費が補助対象外となる場合や、一旦、交付された補助金を返還していただく場合がありますので

ご留意ください。 

・看護、介護職員等（職種は問わず）の雇上経費（最大6ヶ月間の訓練期間における、給料・職員手当など） 

・職員募集経費（広報誌の発行・掲載費、就職説明会等の活動費 等） 

・普及啓発経費（利用者、家族および地域住民への説明会等の活動費 等） 

・周知広報経費（パンフレット作成、ホームページ開設等のＰＲ費用 等） 

・開設準備事務経費（経営コンサルタント（会計処理、労務管理、開設届出書類等の作成等）に対する報酬 等） 

・開設前事業所研修に利用する備品購入費※（テレビ、ＤＶＤ、ベッド、共有部分の什器、車両、機械浴 等） 

・事務機器等の備品購入費※（パソコン、事務机、その他事務機器のほか、円滑な事業所開設に必要と判断される

備品など） 

※「備品購入費」については、開設後にのみ使用する家具や装飾品等、開設準備にあたらないものは補助対象

外となります。 

 

平成３１年度開設分 
「小規模多機能型居宅介護事業所」「看護小規模多機能型居宅介護事業所」 

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」 
開設事業者募集要項【開設準備経費補助】 

名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課
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（２）開設準備経費補助金額 

○小規模多機能型居宅介護事業所、サテライト型小規模多機能型居宅介護事業所、 

看護小規模多機能型居宅介護事業所及びサテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所

（以下、「小規模多機能型居宅介護事業所等」という。） 

６２１千円×宿泊定員数 

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

１０，３００千円 

・ただし、開設準備に要した費用がこの額に満たない場合には、実際に開設準備に要した費用を上限とします。 
・この補助は愛知県の「地域医療介護総合確保基金」（以下「基金」という。）を活用して行うものであり、本

市及び愛知県における平成３１年度予算編成（平成３１年３月議決予定）の過程で補助金額が低くなる場合や

補助そのものがなくなることもありますのでご了承ください。 
＜参考：平成３０年度本市予算の補助単価＞ 
小規模多機能型居宅介護事業所等 「６２１千円」 
定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 「１０，３００千円」 

 

３ 募集の概要 

（１）応募資格 

○補助対象法人の限定はありません。 

○介護保険法に規定する欠格事由に該当していないこと。 

○介護保険法及び老人福祉法の規定を遵守していること。 

○本市が実施した過去の事業者公募での採択内容を遵守していること。 

○株式会社や有限会社等の営利法人も補助対象となります。 

○介護保険法に規定する欠格事由に該当していないこと。 

介護保険法第78条の2第4項各号及び第115条の12第2項各号に規定する事業者指定のための欠格事由に

該当していないことが必要です。 

なお、応募時においてこの欠格事由に該当しない場合であっても、事業者指定時において該当することがあ

れば、事業者指定ができませんのでご留意ください。 

○介護保険法及び老人福祉法の規定を遵守していること。 

下記①、②に該当する法人（その法人と代表者を同一人物とする法人も含む）は応募できません。 

① 応募時において、次に該当する法人 

・介護保険法及び老人福祉法その他法令に明確に違反していると認められる法人 

・介護保険法第23条の規定に基づき実施した実地指導における文書指示事項に対し、示された期限ま

でに改善状況報告書を提出していない法人 

・その他、市長が不適切と認める法人 

② 応募時より過去5年以内に、次に該当した法人 

・ 介護保険法に基づく一部効力の停止処分を受けた法人 

○本市が実施した過去の事業者公募での採択内容を遵守していること。 

応募時より過去5年以内に、下記に該当する法人（その法人と代表者を同一人物とする法人も含む）は応募

できません。 

・本市が実施した各種の事業者公募（特別養護老人ホーム・グループホーム・小規模多機能型居宅介護等）

において、採択されたにもかかわらず辞退した法人、もしくは併設計画として採択されたにもかかわらず

当該併設事業所を開設しなかった法人。ただし、特段の事情があるものとして市長が認めた法人は除く。 

 

（２）募集圏域 

○市内の全区域 

募集圏域は限定せず、市全域で募集します。 
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（３）開設時期 

○平成３１年度内(平成32年3月末まで)の開設準備完了厳守 

平成３１年度中(平成32年3月末まで)に事業所の開設準備を完了し、事業者指定を平成32年4月までに受け

ることを条件とします。 

 

４ 募集期間 

○平成３０年８月１日（水）から平成３０年８月３１日（金）午後５時まで 

本募集要項に則り応募される法人の方は、ｐ１０の「事業所開設申出書」を上記の募集期間内に提出してくだ

さい。募集期間を過ぎての受付は、一切行いません。応募に際して提出していただく事業所開設申出書は、「NAGOYA

かいごネット（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.kaigo-wel.city.nagoya.jp/view/kaigo/top/）」からダウンロードし

てください。 

なお、事業所開設申出書等の提出に際しましては、事前に当課までご連絡の上、ご持参いただきますようお願

いします。 

また、事業所開設申出書を提出いただいた後は、申出に基づく「開設協議書」を「平成３０年９月２８日（金）

午後５時」までに提出いただきますが、「開設協議書」の様式については、事業所開設申出書のご提出時にお渡し

します。（開設協議書の提出に際しましても、事前に当課までご連絡の上ご持参いただきます。） 
 

５ 開設準備経費補助事業における留意事項 

（１）開設準備経費補助金の内示 

愛知県から本市に対し次年度の基金の内示が示され次第、本市から事業者あてに補助金の内示をします。 

 

（２）開設準備経費補助金の交付要件 

交付にあたっては、開設準備着手は、補助金の内示後となります。 

 

（３）補助金の交付時期 

補助金の交付は、開設確認後となります。 

 

（４）介護保険関係法令の遵守 

介護保険法及び関係する省令等に定められた基準を満たしていることが必要です。 
また、地域密着型サービスの趣旨に沿った事業計画の策定をお願いします。 
なお、基準等の概要についてはｐ７からｐ８の「小規模多機能型居宅介護事業所等の指定（人員・設備）基準の

概要」、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の指定（人員・設備）基準の概要」をご参考ください。  
（５）関係法令の遵守 

前記（４）の介護保険関係法令の遵守とともに、都市計画法、建築基準法、消防法等の関連法令を遵守した事業

計画の策定をお願いします。 
 

（６）他事業所との併設による事業計画 

他の介護事業所等との併設による事業計画も可能ですが、その場合は、現に対象事業所の開設準備に要した費用

のみを補助対象とします。 
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（７）小規模多機能型居宅介護事業所等 

有料老人ホームやサービス付高齢者向け住宅等と併設する事業計画も応募可能ですが、小規模多機能型居宅介護

事業所等の趣旨に鑑み、当該住宅等の入居者のみを利用者とすることなく、広く事業所所在地の近隣地域から利用

者を募ることを条件とします。 

小規模多機能型居宅介護事業所等の利用者は要介護等の状態にある高齢者の方となりますので、十分に高齢者に

配慮した事業所整備計画の策定に努めてください。 
小規模多機能型居宅介護事業所等を運営する事業者は、地域住民との連携や協力体制を確保するなど地域との交

流を図るとともに、運営推進会議の設置が義務付けられています。この運営推進会議には、利用者や利用者の家族

を始め、地域住民の代表者の方もその構成員とすることとされています。 
そこで、応募に際しましては、町内会や自治会を始め、十分に地域住民の方々、事業所予定地の近隣の方々への

十分な説明を行ってください。なお、建築により日照・騒音等の影響を受けると考えられる地域住民に対しては、

必ず個別に説明を行ってください。開設協議書の提出時には、その結果や経過について別に用意します様式のご提

出をお願いします。 
なお、説明にあたっては、「名古屋市に応募し、事業計画が採択されない場合や平成３１年度予算編成の過程にお

いて小規模多機能型居宅介護事業所等に対する補助金額が当初予定されていた補助金額より低くなった場合、同様

の理由により補助そのものがなくなった場合等は事業化されないこともある。」旨の説明をするなど十分に留意し

てください。 
 

（８）定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

有料老人ホームやサービス付高齢者向け住宅等と併設する事業計画も応募可能ですが、定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所については、当該住宅等の入居者のみを利用者とすることはできません。広く事業所所在地の近

隣地域の方へのサービス提供に努めていただき、４年目以降には利用者の3割以上が近隣地域の方となるよう努め

てください。また、応募法人（その法人と代表者を同一人物とする法人も含む）が、既に定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所を運営している場合には、近隣地域の方へのサービス提供の実績があることを確認させていただ

いた上で、補助対象の事業所を開設いただくこととなりますのでご留意ください。 

 

６ 審査・選考 

（１）審査 

提出いただいた書類を審査させていただくほか、必要に応じてヒアリング等を行います。 

なお、提出いただいた書類に虚偽等がある場合には、応募自体を無効とさせていただきます。また、選考後にお

いて虚偽等が判明した場合にも選考を無効とさせていただきます。 

 

（２）補助優先順位の選考 

複数の法人から事業所開設申出書の提出をいただいた場合、愛知県の予算編成の過程において、全ての開設準備

案件についての補助は不可能となる場合が想定されます。 

そのような事態に備え、本市において優先順位付を行い、愛知県への補助金申請を行って参ります。ただし、県

基金の審査において本市と異なる優先順位となる可能性もありますので、あらかじめご了承ください。 
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○優先順位について 

小規模多機能型居宅介護事業所等と定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所のそれぞれで優先順位を決定します。 

下記の第１優先順位で優先順位をつけることができない場合は、第２優先順位。第２優先順位によっても優先順

位が付かない場合は第３優先順位により順位を決定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記によっても順位付けが出来ない場合は、定員や実施地域等を加味した上で順位付けを行って参ります。 

 

７ スケジュールの概要 

平成 

30年度 

8月1日 事業所開設申出書の受付開始 

8月31日 事業所開設申出書の提出期限 

9月28日 開設協議書の提出期限 

10月～ 書類審査・（必要に応じて）ヒアリング等 

2月 採択の通知 

3月 名古屋市予算議決 

次年度 4月～ 

・開設準備補助金の内示 

・補助金申請書類の提出 その後、事業所の開設準備に着手 

・事業所指定準備（指定申請書類作成等） 
(本市では、対象事業所の指定は年4回(4/1、7/1、10/1、1/1)行っております。) 

・現地確認等 

・事業者指定（平成32年4月1日まで） 

 

８ その他留意事項 

 ○小規模多機能型居宅介護事業所の計画につきましては、介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の指定を併せて受

ける予定としてください。 

○この開設準備経費補助事業は、対象事業所を開設し安定した質の高い当該サービスを提供するための体制整備を支

援することが目的であり、補助金の交付条件の中に、交付の目的に反して使用等してはならない旨が入っておりま

す。この補助金を活用して開設した事業を別の事業に切り替えることは、目的外使用となり補助金の返還につなが

りますのでご留意ください。 
 ○原則９月２８日以降の計画変更・辞退は認めませんのでご注意ください。なお、採択された案件につき万が一辞退

された場合は、来年度以降5年間にわたり本公募に申し込むことができなくなりますのでご注意ください。 
 ○応募相談及び協議書類の提出は、運営法人の方の同席をお願いします。基本的に、代行申請は不可とします。 
 ○応募者が名古屋市暴力団排除条例（平成24年名古屋市条例第19号）第2条第2号に規定する暴力団員等（暴力団

員と密接な関係を有する者を含む）、名古屋市が行う事務及び事業からの排除対象者であることが判明した場合は、

応募を無効とします。また、暴力団員等であるかどうかを愛知県警察本部長に対し照会することがあります。 
 ○既存の小規模多機能型居宅介護事業所等や定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を廃止し、新規設立をする場

合（移転を含む。）は補助対象外とします。 

○提出書類については、名古屋市情報公開条例（平成12年4月1日条例第65号）に基づく開示の対象となることも

ありますのでご留意ください。  

第１優先順位・・・開設する事業所サービス種別（定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を除く） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所＞小規模多機能型居宅介護事業所＞サテライト型看護小規模多機能型

居宅介護事業所＞サテライト型小規模多機能型居宅介護事業所の順番で優先順位を高いものとします。 

第２優先順位・・・開設する事業所の所在区 

 平成３０年７月１日時点における対象事業所の整備率が低い区の優先順位を高いものとします。 

※各区の整備率（平成３０年７月１日現在）については、ｐ９をご覧ください。 

第３優先順位・・・開設する事業所の中学校区 

 対象事業所の数が少ない中学校区の優先順位を高いものとします。 
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厚生労働省令「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」を始め、関係通知等、国の示

す基準等の関連資料に関しましては、「NAGOYAかいごネット」を始め、以下のホームページで確認ください。 

□NAGOYAかいごネット   http://www.kaigo-wel.city.nagoya.jp/view/kaigo/top 

□厚生労働省ホームページ  http://www.mhlw.go.jp 

□独立行政法人福祉医療機構ホームページ http://www.wam.go.jp 

   
募集に関するお問い合せやご相談、また、「事業所開設申出書」「開設協議書」の提出は次までお願いします。 
なお、ご来庁時には、必ず事前にご連絡ください。  

            

〒460-8508 名 古 屋 市 中 区 三 の 丸 三 丁 目 １ 番 １ 号 

名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課居宅指定係 

（市役所本庁舎2階） 

電 話 ０５２（９７２）３４８７ 

ＦＡＸ ０５２（９７２）４１４７ 

介護保険等の確認は 

お問合せ・ご相談は 



小規模多機能型居宅介護事業所等の指定(人員・設備)基準の概要

サービス
概要

○事業所での入浴・排せつ・食事などの介護、その他日常生活上の世話や機能訓練などの｢通い
　サービス」を中心に、利用者の状態や希望により「宿泊サービス」や「訪問サービス」を組み合わせ
　て提供し、２４時間、３６５日体制で在宅での生活をサポートするサービス
　看護小規模は、それに、訪問看護の機能を併せ持ったもの
○１事業者の登録定員は「２９名」が上限で、今回の募集は「２５名以上」が対象
　（サテライトの場合は「１８名以下」で、今回の募集は「１８名」が対象）

訪問
サービス

　事業所従業者が登録者の居宅を訪問し、居宅において行うサービス

通い
サービス

○登録者を事業所に通わせて行うサービス
○通いサービスの定員は登録定員の１/２～１５名（サテライトの場合は登録定員の１/２～１２名）

　ただし、登録定員が２５名を超える場合は、登録定員に応じて最大１８名まで

宿泊
サービス

○登録者を事業所に宿泊させて行うサービス
○宿泊サービスの定員は通いサービスの定員の１/３～９名
　（サテライトの場合は通いサービスの定員の１/３～６名）

人
　
員
　
基
　
準

代表者

内　容
　法人の代表者
　法人の規模等から、理事長等を代表者として扱うことに合理性を欠く場合、地域密着型
　サービス事業部門の責任者を代表者として差し支えない

要　件
　認知症高齢者の介護に従事した経験を有する者、又は、保健医療サービス若しくは福
　祉サービスの経営に携わった経験を有する者
　ただし、厚生労働大臣が定める研修を修了していること

管理者

勤　務
形　態

　常勤専従を原則
　ただし、利用者の処遇に支障がない場合には、兼務が可能

要　件

　３年以上認知症高齢者の介護に従事した経験を有する者で、厚生労働大臣が定める研
　修を修了している者
　看護小規模の場合は、保健師又は看護師であれば、研修受講は不要
　（サテライトの場合は本体事業所の管理者でも可）

計画作成
担当者

配　置 　１人以上

勤　務
形　態

　非常勤でも可能
　利用者の処遇に支障がない場合には、兼務が可能

要　件

　介護支援専門員の資格を有する者で、厚生労働大臣が定める研修を修了している者
　 サテライトの場合は、本体事業所の介護支援専門員により全体計画（居宅サービス計画）の作成が
　 適切に行われる(サテライトの計画作成担当者は個別のサービス計画のみを作成する)時は、介護支
　 援専門員の資格がなくても可

　宿泊室の床面積は「７．４３平方メートル以上」であること

介護
従業者

日　中

通い
　常勤換算で通いサービス利用者の数が３又はその端数を増すごとに
　１．０以上

訪問
　常勤換算で１．０以上
　看護小規模の場合は、常勤換算で２．０以上
　（サテライトの場合は常勤換算でなくても可）

夜　　間
及び

深　　夜

夜勤
（宿泊・訪問）

　１人以上

宿直
　１人以上
　　サテライトの場合は、本体事業所の宿直者に
　　より適切に処遇が行われれば配置不要

資　格
　介護福祉士や訪問介護員の資格は必ずしも必要としない。ただし、介護等に関する知
　識、経験を有するものであることが原則

その他

○1人以上は常勤
　看護小規模の場合は、１人以上は常勤の保健師又は看護師
○１人以上は看護師又は准看護師
　看護小規模の場合は、常勤換算で２．５以上は保健師、看護師又は准看護師
　　サテライト型小規模の場合は、本体事業所の看護師又は准看護師により適切に処遇が行われれば
　　 配置不要
　　サテライト型看護小規模の場合は、常勤換算で１．０以上は保健師、看護師又は准看護師

宿泊利用者がいない場合は、
夜間及び深夜の時間帯におけ
る連絡体制が整っていれば、
夜勤及び宿直の配置は不要

設

備

基

準

　消防法その他の法令等に規定された設備を確実に設置すること

　居間、食堂、台所、宿泊室、浴室、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備及び備品を
　備えること

居間・食堂
　居間及び食堂は、機能を十分に発揮しうる適当な広さを有すること
　ただし、通いサービスの利用定員が１５名を超える場合は、一人当たり３㎡以上の面積を確保する
　こと

宿泊室
定員 　宿泊室の定員は、原則「１人」とする

広さ
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定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の指定(人員・設備)基準の概要

配　置

看護職員

要　件

配　置

訪問看護
サービス

提供時間帯を通じて１人以上
また、ICTの活用により随時訪問サービスにも従事が可能
場合により、複数の事業所のオペレーション機能を集約することも可能

介護福祉士又は訪問介護員であること

常勤換算方法で２．５以上

１人以上は常勤の保健師又は看護師でなければならない

上記従業者のうち、看護師・介護福祉士・医師・保健師・准看護師・社会
福祉士・介護支援専門員のうちから１名以上を選任

定期的な巡回又は随時通報によりその者の居宅を訪問し、入浴、排せつ、食事等の
介護、日常生活上の緊急時の対応その他の安心してその居宅において生活を送るこ
とができるようにするための援助を行うサービス
なお、正当な理由がある場合を除き地域の要介護者へのサービス提供を行わなけれ
ばならない

訪問介護員等が定期的に利用者の居宅を巡回して行なうサービス

配　置

要　件

配　置

専従を原則とするが、利用者の処遇に支障がない場合は、兼務可能

必要数

介護福祉士又は訪問介護員であること

提供時間帯を通じて１以上

あらかじめ利用者の心身の状況、その置かれている環境等を把握した上
で、随時、利用者又はその家族からの通報により、通報内容等を基に相
談援助又は訪問介護員等の訪問若しくは看護師等による対応の要否等
を判断するサービス

随時対応サービスにおける訪問の要否等の判断に基づき訪問介護員等
が利用者の居宅を訪問して行う日常生活上の世話

看護師等が医師の指示に基づき、利用者の居宅を訪問して行う療養上
の世話又は必要な診療の補助

勤　務
形　態

管理者
常勤専従を原則
ただし、利用者の処遇に支障がない場合には、兼務が可能

サービス概要

定期巡回
サービス

随時対応
サービス

随時訪問
サービス

人

員

基

準

設

備

基

準

その他
指定夜間対応型訪問介護事業者の指定を併せて受け、同一の事業所においてこれ
らの事業が一体的に運営されている場合は、双方の事業で設備を共用することがで
きる

配　置

要　件

オペレーター

訪
問
介
護
員 随時訪問

サービス従業者

オペレーション
センターの
通信機器

事業の運営を行なうために必要な広さを有する専用の区画を設ける必要がある

利用者に配布する
端末機器

利用者がセンターへの通報に使用する端末機器（ケアコール端末）は、ボタンを押す
などにより、簡単に通報できるものでなければならない（利用者の心身の状況により利
用者所有の家庭用電話や携帯電話により随時の通報を行わせることも可）

利用者が円滑に通報し、迅速な対応を受けることができるよう、利用者の心身の状況
等を蓄積し、随時適切に利用者からの通報を受けることができる通信機器等を備えな
ければならない

１人は常勤の看護師・介護福祉士・医師・保健師・准看護師・社会福祉
士・介護支援専門員であること
その他は、利用者の処遇に支障がない場合、１年以上（初任者研修又は
旧２級ヘルパーは３年以上）サービス提供責任者の業務に従事した経験
を有する者でもよい

計画作成責任者

定期巡回
サービス従業者

要　件

勤　務
形　態
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小規模多機能
型居宅介護
事業所等

定期巡回・随
時訪問介護看
護事業所

か所 定員(②) か所
利用者数
(③)

②/① ③/①

千種 4,753 2,744 7,497 6 162 4 275 2.16% 3.67% 11 16

東 2,206 1,219 3,425 1 29 0 0 0.85% 0.00% 3 1

北 6,288 3,129 9,417 6 179 2 76 1.90% 0.81% 10 14

西 4,380 2,275 6,655 5 112 0 0 1.68% 0.00% 7 1

中村 5,023 2,890 7,913 5 129 0 0 1.63% 0.00% 6 1

中 1,931 1,295 3,226 4 104 1 0 3.22% 0.00% 15 8

昭和 3,428 1,922 5,350 7 146 2 26 2.73% 0.49% 14 13

瑞穂 3,506 2,229 5,735 3 73 0 0 1.27% 0.00% 5 1

熱田 2,133 1,197 3,330 1 25 1 0 0.75% 0.00% 1 8

中川 6,598 3,450 10,048 5 125 0 0 1.24% 0.00% 4 1

港 4,913 2,561 7,474 2 58 1 36 0.78% 0.48% 2 12

南 5,444 2,889 8,333 7 151 0 0 1.81% 0.00% 9 1

守山 5,619 2,498 8,117 6 143 1 1 1.76% 0.01% 8 10

緑 6,167 3,245 9,412 9 232 1 15 2.46% 0.16% 12 11

名東 4,263 2,598 6,861 7 176 3 106 2.57% 1.54% 13 15

天白 4,485 2,230 6,715 11 295 0 0 4.39% 0.00% 16 1

計 71,137 38,371 109,508 85 2,139 16 535 1.95% 0.49%

対象事業所の開設状況（平成30年7月1日現在）

要介護者等状況
（H30.6末）

要介護 要支援 計(①)

小規模
多機能
型居宅
介護事
業所等

定期巡回・
随時訪問
介護看護
事業所

＊定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の未整備率順位は、整備率が同率の場合、事業所か所数の少
　ない方の順位を高順位とする。

小規模多機能型
居宅介護事業所等
(H30.7.1現在)

事業所関係

定期巡回・随時訪
問介護看護事業所
(H30.6.30現在)

整備率
未整備率
順位

＊看護小規模多機能型居宅介護事業所は小規模多機能型居宅介護事業所等（千種区：2ヶ所・定員54名、中
　区１ヶ所・定員29名、守山区1ヶ所・定員29名、緑区1ヶ所・定員29名）に含まれる。
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10  

事業所開設申出書  
平成   年   月   日   

（宛先） 

名古屋市健康福祉局長  
    法人所在地 

 

 法 人 名 

 

    代表者職・氏名                 
 対象事業所の開設について、下記のとおり準備したいので申し出ます。  

記  
区分 

＊いずれかに○をつけてください 
開 設    ・ 既存施設の増 床 

サービス種別 

＊いずれかに☑をつけてください 

 □小規模多機能型居宅介護 

 □看護小規模多機能型居宅介護 

 □サテライト型小規模多機能型居宅介護 

 □サテライト型看護小規模多機能型居宅介護 

 □定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

開設予定地 名古屋市    区 

計画定員 

(小規模多機能型居宅介護事業所等に限る) 
定員     名 （通い定員    名・宿泊定員   名）

予定実施地域 

(定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に限る) 
 

対象事業所以外の 

併設予定事業所 
 

事業所の開設予定日  

法人担当者名 

連 絡 先 

担当者名： 

連 絡 先： 

〈 添付書類 〉 

○位置図（住宅地図等で開設予定地の位置及び範囲を示したもの。 

＊今後、この他にも必要な書類の提出を求める場合があります。     

印
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